
２月の県内景況調査結果の概要

１．主要指標の前年同月比ＤＩ値の動き
※

２８年２月のＤＩ値は８指標中３指標が上昇。特に「資金繰り」は２桁の
大幅な上昇となった。４指標においては小幅ながら下落。「景況」は横這いで
あった。

２．県内中小企業の景気の現状
一部の業界では原油価格の下落が続いている事により、収益状況が好転し、

また建設業の一部の業種においては概ね順調な稼働状況を維持している。
一方、未だ多くの県内中小企業が需要の伸び悩みを感じており、景気が停

滞しているとの声も寄せられている為、全体として県内の中小企業の景気感
は足踏み状態と言える。引き続き中国など海外経済の減速リスクが高まる中、
マイナス金利政策導入により設備投資意欲回復に期待が寄せられるものの、
一部業界への影響や人口減少に伴う需要密度の低下、労働力不足も懸念され
ており、県内中小企業は今後も予断を許さない状況である。

最近の主要指標の前年同月比ＤＩの推移

H27 H28
増 減

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

景 況 -18.4 -32.7 -26.5 -30.6 -34.7 -28.6 -24.5 -16.3 -26.5 -32.7 -20.4 -28.6 -28.6 0.0

売 上 高 -24.5 -22.4 -22.4 -26.5 -30.6 -10.2 -24.5 -20.4 -18.4 -34.7 -18.4 -22.4 -26.5 -4.1

収 益 状 況 -20.4 -20.4 -16.3 -32.7 -34.7 -32.7 -30.6 -20.4 -28.6 -36.7 -28.6 -18.4 -12.2 6.2

販 売 価 格 -2.0 2.0 6.1 4.1 6.1 -6.1 2.0 2.0 0.0 -2.0 4.1 0.0 4.1 4.1

取 引 条 件 -6.1 -4.1 -6.1 -6.1 -12.2 -6.1 -14.3 2.0 -2.0 -6.1 -2.0 -2.0 -8.2 -6.2

資 金 繰 り -8.2 -12.2 -8.2 -10.2 -12.2 -4.1 -10.2 -14.3 -10.2 -18.4 -8.2 -22.4 -12.2 10.2

設備操業度 -11.1 -38.9 -27.8 -33.3 -16.7 -16.7 -16.7 0.0 -11.1 -16.7 -11.1 -22.2 -27.8 -5.6

雇 用 人 員 -10.2 -2.0 0.0 -10.2 -16.3 -6.1 -6.1 -14.3 -12.2 -12.2 -14.3 -16.3 -22.4 -6.1

※ＤＩ値…好転（増加・上昇）したとする割合から、悪化（減少・低下）したとする割合を差し引いた値のこと。
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［景況関連の報告］

【製造業】

＜食料品＞

１．味 噌

生産量及び出荷量において１月は増加となったが、２月は減少に転じた。消費者の

味噌離れが進んでいるのかもしれない。主原料である外国産米の価格は、産地価格

の上昇に伴い僅かに値上がりした。

２．菓 子

コンビニが出店攻勢を強め、更に地元菓子屋の収入源でもある慶弔・催事に関する

商品までコンビニが取り扱うようになり、売上高は減少している。この現象は地元

菓子屋にとって、死活問題と言っても過言ではない。また、原材料の上昇は未だに

続いており、販売価格を少し値上げした位では、収支に結びつかない状況である。

今後業況を右肩上がりにするには、どのような施策で活路開拓をしていくかが、大

きな課題と言える。

＜木材・木製品＞

３．木 材

原木の入荷量は減少しており、販売価格も底値横這いである。製品においても売上

高は伸び悩んでおり、依然として先行き不透明感が窺える。

４．木 材

売上高減少。収益状況悪化。平成２７年度中は木材需要の低迷期と予想される。ま

た、消費税増税の延期が決定される程、日本のみならず世界の経済情勢が悪化して

いると感じる。

５．製 材

受注の減少により、工場稼働は低調である。

＜印 刷＞

６．印 刷

２月も全体的に需要が減少し、それに伴い売上高も減少傾向が続いている。また、

印刷用紙の素材在庫過剰感が高まっており、全国の印刷会社において需要の盛り上

がりに欠けている。年度末需要の増加に期待を寄せたい。

７．印 刷

年度末需要の増加により、業況も好転したが一時的なものであった為、今後の需要

確保に不安が広がる。県内に仕事がなく、若者が都会に出稼ぎに行ってしまってお

り、地元に活気がないように見受けられる。

＜窯業・土石製品＞

８．生コン

２月においても、出荷量は前年同月比マイナスとなり、年間を通じて大幅な減少と

なっている。

＜鉄鋼・金属＞

９．鉄 鋼

業況の大きな変化までには至っていないものの、一部に組合員企業では売上高の減

少や設備操業度の低下が見受けられ、全体的には停滞気味に推移している。依然と



して、景気に対する先行き不透明感が強い。

１０．ステンレス

景気の回復感は薄く、業況も不変であった。日本銀行のマイナス金利政策導入によ

り設備投資意欲の回復に期待はあるものの、海外情勢の不安定な状況も続いており、

経済情勢は先行き不透明である。

＜一般機器＞

１１．機械金属

一般設備関連機械の一部で受注に上昇の兆しが見られるものの、全体的には景気へ

の先行き不透明感が依然として強く、売上高や収益状況への変化はない。今後、中

国経済の失速や原油価格及び株価下落に伴う国内経済への影響が懸念される。

【非製造業】

＜卸売業＞

１２．食糧卸

供給量が減少傾向にある中、需要量も伸び悩んでおり、気持ちが飽和状態である。

１３．各種商品卸

人口減少による需要減少が問題となっており、業況においても悪化となった。地方

創生が深化することにより、アベノミクスの効果が波及されるはずであるが、地方

にまでその恩恵は行き渡っていない。

１４．食料品卸

売上高は増加し、収益状況も好転したが、組合員企業が閉店により１企業減少した。

＜小売業＞

１５．繊維卸

売上高減少。収益状況不変。景気の停滞感が拭えない中で、新製品の開発や新しい

市場をつくり出そうとしている中小企業も存在する。

１６．ショッピングセンター

昨対比はスーパー１００％（食品９９％、衣料９５％）、専門店１０２％であった。

店舗全体では昨対比１００％という結果であった。専門店においては、衣料品と食

料品の売上げは順調であったが、装身具、文房具などの身の回り品や住居関連の店

舗は売上げに苦戦しているようであった。１店舗退店により、設備操業度が低下し

た。

１７．プロパンガス

ガスの需要は増えたものの、売上高は減少した。

１８．電気機器

液晶テレビやブルーレイディスクレコーダー等のデジタル関連商品の売上げが伸び

ず、売上高は減少した。

１９．畳小売業

一般向けリフォームの需要が少なかった。３月からの需要の増加に期待を寄せたい。

原油安にも関わらず、い草の乾燥機用燃料は安くならない。

＜商店街＞

２０．徳島市



例年より低温で冬の寒さが厳しい日が多く、春物商戦の出足が遅れている。冬物セ

ール品は売れ行きが順調であったものの、春物商品の需要は伸び悩んでいる。３月

は商店街でイベントを開催する予定なので、イベント効果で客足が増えることを期

待している。

２１．阿南市

全体的に横這いに推移している。

＜サービス業＞

２２．土木建築業

２月の需要量は対前月比落ち着いており、業況は不変であった。公共工事設計労務

単価が見直され、約５．５％上昇となった。

２３．自動車整備

平成２８年２月の登録車の新車登録は対前年比－５．７％、中古車は－６．２％、

トータル登録車は－５．８％と微減。軽自動車の新車登録は対前年比－１３．０％

と減少したが、中古車においては＋９．２％の微増となり、トータル軽自動車は－

８．９％であった。登録車・軽自動車のトータル対前年比は－７．３％で減少して

いる。増税による軽自動車販売への影響に歯止めがかからないが、車検・整備の売

上高は増加傾向にある。

２４．旅行業

２月は観光地などに人があまり訪れない時期である為（オフシーズン）、売上高は

減少した。

＜建設業＞

２５．建設業

徳島県全体の公共工事が低調に推移している。県内の災害関連工事は少なく、また

吉野川に架かる橋の工事が発注されたが、地元中小企業の参加はなく県外の大手企

業の受注となっている。

２６．解体業

徳島県内における危険家屋や廃屋、戸建て住宅の解体工事の需要が増加しており、

取引条件、設備操業度においても右肩上がりである。

２７．板金工事業

新築・リフォーム工事共に順調に受注しており、売上高は増加している。

２８．電気工事業

業況は不変であったが、住宅新設口数は２９２件（対前年比７３．３％）と大幅に

減少した。

＜運輸業＞

２９．貨物運送業

一般輸送貨物は２月は例年荷動きが少ない月であるが、組合員企業からは今年は特

に前年以下の荷動きであるとの声も聞かれており、低調に推移している。一方軽油

単価においては、近年にない最低価格をつけている。業界においては、利益確保の

好材料となり収益状況も好転している。荷主からの運賃引き下げ要求が出始めてお

り、頭を抱えている。

３０．貨物運送業

全体的には輸送量減少に伴い、売上高も減少している。軽油価格が著しく下落して



いる影響により、収益状況が好転する会員企業がある一方で、人手不足や売上が減

少することで景況感が悪化したと答える会員企業も少なくない。


